
◎港湾法の一部を改正する法律 
（令和元年一二月六日法律第六八号）   

一、提案理由（令和元年一一月八日・衆議院国土交通委員会） 

○赤羽国務大臣 おはようございます。 

 ただいま議題となりました港湾法の一部を改正する法律案の提案理由につきまして御

説明申し上げます。 

 近年、我が国におきましては、地球温暖化対策の観点から、パリ協定を踏まえた我が

国の目標を確実に達成するため、洋上風力発電の導入促進が求められております。長期

的、安定的かつ効率的な洋上風力発電事業の実施に向けた環境整備を図るため、洋上風

力発電設備の設置及び維持管理のための港湾を確保する必要があります。 

 また、近年、コンテナ船の大型化や船会社間の共同運行体制の再編等により、国際戦

略港湾において国際基幹航路に就航するコンテナ船の寄港回数が減少傾向にあります。

この傾向が続いた場合、国際物流に係る費用や所要日数が増加し、我が国に立地してい

る企業の競争力が低下するおそれがあることから、我が国産業の国際競争力強化のため、

国際基幹航路に就航するコンテナ船の寄港回数の維持又は増加を図る必要があります。 

 このような趣旨から、このたびこの法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、洋上風力発電設備の円滑な設置及び維持管理を図るため、国土交通大臣が港

湾を指定し、当該港湾の埠頭を構成する行政財産の貸付けに関する制度を創設すること

としております。 

 第二に、国際戦略港湾の港湾運営会社が行う国際基幹航路に就航するコンテナ船の寄

港回数の維持又は増加に関する取組を強化するため、当該港湾運営会社の運営計画に当

該取組の内容を追加し、国土交通大臣は、当該港湾運営会社に対し、必要な情報の提供

又は指導若しくは助言をすることとしております。 

 そのほか、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上が、この法律案を提案する理由でございます。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、御審議をよろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

二、衆議院国土交通委員長報告（令和元年一一月一四日） 

○土井亨君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、洋上風力発電設備の円滑な設置及び維持管理を図るため、また、国際基幹航

路に就航するコンテナ船の増加等を図るための所要の措置を講ずるもので、その主な内

容は、 

 第一に、国が洋上風力発電設備の設置等の基地となる港湾を指定し、当該港湾の埠頭

を発電事業者に長期間貸し付ける制度を創設すること、 



 第二に、国際戦略港湾の港湾運営会社の運営計画に国際基幹航路のコンテナ船の寄港

回数の増加等を図るための取組を追加するとともに、同取組に対する国の支援に関する

措置を規定すること 

などであります。 

 本案は、去る十一月七日本委員会に付託され、八日赤羽国土交通大臣から提案理由の

説明を聴取し、十三日、質疑を行い、質疑終了後、討論を行い、採決の結果、賛成多数

をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されました。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年一一月一三日） 

 政府は、本法の施行に当たっては、次の諸点に留意し、その運用について遺漏なきを

期すべきである。 

一 創設される海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾制度については、発電事業

者による港湾施設の長期使用が想定されることから、旅客運送事業者、貨物運送事業

者、漁業者といった先行利用者への影響が最小限となるよう運用に留意し、非常災害

時に港湾施設の公共性にも配慮した運用がなされるよう努めること。 

二 地震や台風など災害が頻発する我が国の特性、自然環境の変化に鑑み、洋上風力発

電設備に係る設計施工、維持管理について、国民の生命及び財産並びに海洋の安全確

保が適切に図られるよう、必要に応じ、適時適切の見直しを行うこと。 

三 海洋再生可能エネルギー発電事業者が行う洋上風力発電設備の設計施工において、

海洋環境の激変による海洋生物への影響を最小限にとどめるための適切な助言及び指

導を行うこと。 

四 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾における港湾施設の発電事業者への貸

付けに当たっては、将来の洋上風力発電分野の健全な発展に資するとともに、電気料

金への転嫁により消費者が不利益を被ることのないよう、適切な貸付料の設定を行う

こと。 

五 発電事業者の経営破綻や資金不足により、海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱

埠頭において事業者が設置する施設や洋上の発電施設が放棄されることがないよう、

保証金や積立制度の義務付け等の、撤去費用を確保するための効果的な対策の検討及

びその具現化を図ること。 

六 港湾の国際競争力の強化が我が国における産業活動及び国民生活を支える重要な課

題であることに鑑み、国際戦略港湾に関する施策については、効率的かつ集中的に実

施するとともに、ＡＩ等の最先端技術の活用等によるターミナル運営の生産性向上の

ための必要な措置を講ずること。また、各地域の港湾が物流コストやリードタイムの

低減等を通じて、産業競争力の強化や雇用と所得の創出に重要な役割を担っているこ

とに鑑み、国際戦略港湾以外の港湾についても、引き続きその機能強化に努めること。 



七 港湾運営会社への公務員の派遣等に当たっては、港湾運営会社からの要請を十分踏

まえつつ、国際基幹航路の維持・拡大に資する適切な人材の派遣を行うこと。また、

公務員の新たな天下りの手段との疑念を抱かれることのないよう、その運用に万全を

期すこと。 

三、参議院国土交通委員長報告（令和元年一一月二九日） 

○田名部匡代君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、海洋再生可能エネルギー発電設備等の円滑な設置及び維持管理を図るた

め、国土交通大臣が指定した港湾の埠頭を構成する行政財産の貸付けに係る制度を創設

するほか、国際基幹航路に就航する外貿コンテナ貨物定期船の寄港回数の維持又は増加

を図るため、国土交通大臣が国際戦略港湾の港湾運営会社に対し必要な情報の提供等を

行うこととする等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、鹿島港における洋上風力発電の導入に係る取組等を視察する

とともに、洋上風力発電導入の意義及び課題、発電事業に係る港湾施設の貸付け及び貸

付方法の在り方、国際基幹航路の維持又は拡大のための方策等について質疑が行われま

したが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、日本共産党を代表して武田良介理事より、

れいわ新選組を代表して木村英子委員より、本法律案にそれぞれ反対する旨の意見が述

べられました。 

 次いで、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決定いた

しました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

〇附帯決議（令和元年一一月二八日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の諸点について適切な措置を講じ、その運用に遺憾

なきを期すべきである。 

一 創設される海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾制度については、発電事業

者による港湾施設の長期使用が想定されることから、旅客運送事業者、貨物運送事業

者、漁業者といった先行利用者への影響が最小限となるよう運用に留意し、非常災害

時に港湾施設の公共性にも配慮した運用がなされるよう努めること。 

二 地震や台風など災害が頻発する我が国の特性、自然環境の変化に鑑み、洋上風力発

電設備に係る設計施工、維持管理については、国民の生命及び財産並びに海洋の安全

確保が適切に図られるよう、必要に応じ、適時適切の見直しを行うこと。また、海洋

再生可能エネルギー発電事業者による洋上風力発電設備の設計施工においては、海洋

環境の激変による海洋生物への影響を最小限にとどめるための適切な助言及び指導を

行うこと。 



三 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾における港湾施設の発電事業者への貸

付けに当たっては、将来の洋上風力発電分野の健全な発展に資するとともに、電気料

金への転嫁により消費者が不利益を被ることのないよう、適切な貸付料の設定を行う

こと。 

四 発電事業者の経営破綻や資金不足により、海洋再生可能エネルギー発電設備等取扱

埠頭において事業者が設置する施設や洋上の発電施設が放棄されることがないよう、

保証金や積立制度の義務付けなど、撤去費用を確保するための効果的な対策の検討及

びその具現化を図ること。 

五 海洋再生可能エネルギー発電設備等拠点港湾が、洋上風力発電産業の拠点として、

地域振興や雇用の創出などに貢献することが期待されることから、関連産業の集積、

人材の育成など、洋上風力発電産業からの要請に対応できるよう、港湾管理者を始め、

関係地方公共団体及び関係省庁との連携強化に努めること。 

六 港湾の国際競争力の強化が我が国における産業活動及び国民生活を支える重要な課

題であることに鑑み、国際戦略港湾に関する施策については、効率的かつ集中的に実

施するとともに、ＡＩ等の最先端技術の活用等によるターミナル運営の生産性向上の

ための必要な措置を講ずること。 

七 各地域の港湾が、物流コストやリードタイムの低減等を通じて、産業競争力の強化

や雇用と所得の創出に重要な役割を担っていることに鑑み、国際戦略港湾以外の港湾

についても、引き続きその機能強化及び活用促進に努めること。 

八 国際戦略港湾の港湾運営会社への公務員の派遣等に当たっては、当該港湾運営会社

からの要請を十分踏まえつつ、国際基幹航路の維持・拡大に資する適切な人材の派遣

を行うこと。また、公務員の新たな天下りの手段との疑念を抱かれることのないよう、

その運用に万全を期すこと。 

九 国際基幹航路の維持・拡大を図るに当たっては、国際基幹航路に就航する外貿コン

テナ定期船の入港に係る負担軽減により、国際競争力を強化することが重要であるこ

とから、国際戦略港湾に入港した場合に係るとん税及び特別とん税について、地方財

政に与える影響にも勘案しつつ、その負担軽減に向けた取組を推進すること。 

  右決議する。 

 


